













































































































































































































































































































































































































































































































































































4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
の問
題の中でのたとえば政友会の積極財政の問題の評価
みたいな問題にも出て来るのではないかというふう
に思います。
それから、僕は『協同主義とポスト戦後システ
ム』の本の中で、安倍政権論を出していて、安倍は
実は単なるネオリベラルではなくて、新ケインズ主
義という形を行っていることはですね、安倍が支持
される非常に大きな根拠になってるはずであると。
そのことと、第１の国体に戻ろうとするということ
とを一緒くたにしないほうがいいだろうというふう
に言ってるのは、この問題に関わってます。
それから、ちょっとおもしろいのはですね、この
MMTの人がいろんなことを言ってます。これはた
とえば、レイが言ってることですけれども。
我々には、貨幣の新しい「文化的遺伝子」が必
要である。
その文化的遺伝子が、市場、自由な交換、個人
の選択から始まることはあり得ない。我々には社
会的なメタファー、すなわち私益最大化の論理に
代わる「公益」が必要である。我々は、政府が果
たす積極的な役割、および政府による我々の役に
立つような貨幣の利用に、焦点を当てなければな
らない。
政府は、公益のために通貨を支出する。政府は、
支払いにおいて通貨を受け取ることを約束する。
租税制度は通貨を背後で支え、我々は通貨を強固
なものに保つために租税を支払う。
ちょっとこの「公益」っていうのもまた非常に難
しくて。例の大政翼賛会をつくるときに、私益では
なくて公益って言うのは、いっぱい言われていて、
それとこれはどう違うかという問題は、検討してお
かなければいけないというふうに思います。
だからそうするとですね、たとえば緊縮のリベラ
ル、反緊縮のショウビニズム。ショウビニズムはか
なり反緊縮という形もあるけれども。そういうあり
方でない、できるなら反緊縮で協同主義が考えられ
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ないかということです。そして、ある程度いったら
自らが緊縮をする協同主義という形での考え方はあ
りえないかという問題は考えてみたいと思っていま
す。
また反緊縮の人は消費税に断固反対というわけで
すけれども、僕はどちらかというと、消費税はある
程度、20％ぐらいまで持って行って、セーフティー
ネットの基盤を非常にステーブルな形で国家でセー
ブしておいて、それにMMTを入れて、方向性をつ
けて協同主義という形になるのがいいんではないか
というふうに思ってます（雨宮ブログ、2020年２月
５日）。
５、むすびに変えて
最後ですけど、経済システムにおける社会的連帯
経済の問題と、福祉国家の再構成の問題と、財政政
策としてのMMT、この三者がいまずっとお話した
ように、最初に言ったＧ－Ｗ－Ｇ、あるいはＷ－Ｗ、
それから国家と市場のデザインということに、非常
に適合的に存在するのではないかというふうに思っ
てお話をしました。これら三者は協同主義を豊かに
展開することを可能にすることがよくわかりました。
付記：本稿は、第５回協同主義研究会（2019年12月
15日、東小金井駅開設記念会館）における報告をも
とに作成されたものである。
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